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スクールソーシャルワークの専門性に関する一考察
─実践活動事例集等の分析から─
袖　　井　　智　　子
要旨 : 地域や職場，家庭でのつながりが薄れ「社会的排除」が顕在化し，子どもを取り巻
く環境も大きく変化している。2006（平成 18）年 12月，教育基本法が改正され，翌年 7
月には，「児童生徒の教育相談の充実について」という報告書がまとめられた。これにより，
相談体制の重要性が認識され，翌年，スクールソーシャルワーク活用事業が導入されるよ
うになった。
　そこで本稿では，子どもを取り巻く状況の変化に伴い，2008（平成 20）年にスクールソー
シャルワーカー活用事業として開始されたスクールソーシャルワーカーについて，スクー
ルソーシャルワーカーに関する取組，スクールソーシャルワーカー活用事業，スクールソー
シャルワーカーの専門性について検討し，スクールソーシャルワーク活動を展開するため
に必要となる視点は何かについて考察した。
　結果として，スクールソーシャルワーク活動を進めていくためには，スクールソーシャ
ルワーカー活用事業等の体制整備が必要であること，関係諸機関との連携の充実が急務で
あること，専門的な教育を受けた質の高いスクールソーシャルワーカーが不可欠であり，
大学等専門機関における養成が急がれることが明らかになった。
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1.　は　じ　め　に
我が国では，急速な少子高齢化により，人口構造が大きく変化すると予測されている。また，
核家族化や共働き家庭の増加，家族形態の変化により，家庭機能が低下している。さらには，地
域や職場，家庭でのつながりが薄れ，社会的排除が顕在化している1）。
このような家庭や社会の変化に伴い，子どもを取り巻く環境も大きな影響を受けている。2006
（平成 18）年 12月，教育基本法が改正され，同法第 13条において，「学校，家庭及び地域住民
その他の関係者は，教育におけるそれぞれの役割と責任を自覚するとともに，相互の連携及び協
力に努めるものとする」と規定された。また，2007（平成 19）年 7月には，「児童生徒の教育相
談の充実について ─ 生き生きとした子供を育てる相談体制づくり ─」（教育相談等に関する調
査研究協力会議）がまとめられた。これにより，相談体制の重要性が認識され，翌年，スクール
ソーシャルワーク活用事業が導入されるようになったと考えられる。さらに，学校現場で顕在化
しているいじめへの対応策として，2013（平成 25）年 6月，いじめ防止対策推進法が制定され，
同年 9月に施行した。同法において，「地方公共団体は，関係機関等の連携を図るため，学校，
教育委員会，児童相談所，法務局，警察その他の関係者により構成されるいじめ問題対策連絡協
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議会を置くことができる」と規定されている。このような状況下において，スクールソーシャル
ワーカーには，いじめへの対応も求められている2）が，スクールソーシャルワーカーによる専門
的な支援方法について，実践活動事例を俯瞰的に検討するという研究は，未だ十分検討されてい
るとは言い難い。
一方，2011（平成 23）年 3月に発生した激甚災害である東日本大震災により，児童生徒は大
きな被害を受けた。親を亡くした児童は，震災孤児が 241人（岩手県 94人，宮城県 126人，福
島県 21人），震災遺児が 1,483人（岩手県 487人，宮城県 857人，福島県 139人）である。被害
の甚大な 3県（岩手県，宮城県，福島県）等被災地の学校から他の学校に受け入れた幼児児童生
徒数は，25,516人という状況である。このように震災により大きな被害を受けた児童生徒への専
門的な関わりは，不可欠であると考える。
そこで本稿では，スクールソーシャルワーカーによる専門的な支援の在り方について検討する。
具体的には，2010（平成 22）年度，2011（平成 23）年度，2012（平成 24）年度のスクールソー
シャルワーカー実践活動事例集3）及び児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査4）
結果を用い，スクールソーシャルワーカーの専門性について考察する。
2.　スクールソーシャルワーカーに関する取組
我が国におけるスクールソーシャルワークの取組5）として，1981（昭和 56）年埼玉県所沢市
における活動を挙げることができる。この活動は，埼玉県や神奈川県を中心として市町村の施策
に影響を与えたが，スクールソーシャルワークとして明示した活動は 2000（平成 12）年まで現
れなかった。2000（平成 12）年，兵庫県赤穂市教育委員会と関西福祉大学の協力により，ソーシャ
ルワーカーが実験的に配置され，2001（平成 13）年には香川県教育委員会が健康相談活動支援
体制整備事業の一環としてスクールソーシャルワーク制度を導入した。その後，2002（平成 14）
年には，茨城県結城市と千葉大学附属小学校にスクールソーシャルワーカーが配置され，2006（平
成 18）年には，東京都杉並区と兵庫県教育委員会でも導入された。同年 12月には教育基本法が
改正され，同法第 13条において，「学校，家庭及び地域住民その他の関係者は，教育におけるそ
れぞれの役割と責任を自覚するとともに，相互の連携及び協力に努めるものとする」と規定され
た。また，同年秋に全国で相次いで起きたいじめ自殺など，多発する事件・事故の対応や自然災
害など緊急時の児童生徒に対する心のケアが大きな社会問題として捉えられ，2007（平成 19）
年 7月に「児童生徒の教育相談の充実について ─ 生き生きとした子供を育てる相談体制づく
り ─」がまとめられた。
このような時代背景のなかで，文部科学省は，2008（平成 20）年，141の地域を指定地域とし
て，スクールソーシャルワーカー活用事業を開始した。本事業を開始した経緯としては，「子ど
もたちを取り巻く環境の急激な変化が，いじめ，不登校，暴力行為，非行といった問題行動等に
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も影響を与えている。1995（平成 7）年度から，文部科学省では，児童生徒の心の問題をケアす
るため，臨床心理の専門家であるスクールカウンセラーの導入を進め，現在，全国の公立中学校
に配置するとともに，新たに，小学校への配置も進めるなど，その充実に努め，一定の成果をあ
げているところである。しかし，こうした心の問題とともに，児童生徒の問題行動の背景に，家
庭や学校，友人，地域社会など，児童生徒を取り巻く環境の問題が複雑に絡み合い，特に学校だ
けでは解決困難なケースについては，積極的に関係機関等と連携した対応が求められている6）」
と記されている。つまり，国は，臨床心理を専門としたスクールカウンセラーとともに，児童生
徒を取り巻く環境への働きかけを行う専門職として，スクールソーシャルワーカーの導入を行っ
たのである。さらに，2008（平成 20）年 7月に閣議決定された教育振興基本計画では，今後 5
年間に総合的かつ計画的に取り組むべき施策として，「いじめ，暴力行為，不登校，少年非行，
自殺等への対応の推進を図るため，外部の専門家等からなる学校問題解決支援チームや非行防止
教室等を有効活用し，関係機関等と連携した取組を促進する。教育相談等を必要とするすべての
小・中学生が，スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカー等による相談等を受けられ
るよう促す」と記されている。このようにスクールソーシャルワーカー活用事業は，いじめ，暴
力行為，不登校，少年非行，自殺等の問題を解決するために重要な役割を持った事業として開始
したのである。加えて，社団法人日本社会福祉士養成校協会では，2009（平成 21）年 3月，スクー
ルソーシャルワーク教育課程認定事業を創設した7）。社会福祉士等ソーシャルワークに関する国
家資格有資格者を基盤としたスクールソーシャルワーク教育課程認定事業に関する規程では，第
1条 2項において，「スクールソーシャルワークの基本は，児童生徒の発達権・学習権を保障し，
貧困の連鎖，社会的排除を是正し，一人ひとりの発達の可能性を信頼し，多様な社会生活の場に
おいて，とりわけ学校生活を充実させ，児童生徒とその家庭の自己実現を図るために，人と環境
の関わりに介入して支援を行う営み」と規定されている。また，同規程第 6条に，「教育課程認
定審査を受けることを希望する社会福祉士の養成校」，第 7条には，「教育課程認定審査を受ける
ことを希望する精神保健福祉士の養成校」に関する内容が記されている。つまり，スクールソー
シャルワーカー養成に関する規定を定めることにより，その専門性を高めようとしているのであ
る。
一方，2009（平成 21）年度，スクールソーシャルワーク活用事業は，学校・家庭・地域の連
携協力推進事業として再編成された。スクールソーシャルワーク活動が導入された 2008（平成
20）年度は全額補助であったが，翌年には 3分の 1が補助事業となり，残りの 3分の 2は自治体
で負担することとなったのである。結果として，スクールソーシャルワーカー活用事業を取りや
めた自治体も出てきており，この事業の先行きが見えない状況が続いた。しかし，2011（平成
23）年にはスクールソーシャルワーク活用事業における補助の対象範囲が広がった。スクール
ソーシャルワーク活用事業開始当初，補助の対象範囲は，都道府県及び政令指定都市であったが，
都道府県及び政令指定都市，中核市まで広がり，2013（平成 25）年からは，教育支援体制整備
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事業（いじめ対策等総合推進事業）として事業展開している。このような背景には，スクールソー
シャルワーク活用事業の開始後 5年が経過し，スクールソーシャルワーカーの役割が徐々に認識
されるようになったことと，近年の学校を取り巻く環境が深刻化していることが影響していると
考えられる。
3.　スクールソーシャルワーカー活用事業
スクールソーシャルワーカー活用事業については，スクールソーシャルワーカー実施要領に定
められている。本事業の趣旨として，「いじめ，不登校，暴力行為，児童虐待など生徒指導上の
課題に対応するため，教育分野に関する知識に加えて，社会福祉等の専門的な知識・技術を用い
て，児童生徒の置かれた様々な環境に働き掛けて支援を行う，スクールソーシャルワーカーを配
置し，教育相談体制を整備する」と記されている。つまり，教育及び福祉の両面にわたる知識と
技術を備えたスクールソーシャルワーカーが，教育相談を担うことになったのである。
スクールソーシャルワーカーとして選考する者について8）は，「社会福祉士や精神保健福祉士
等の福祉に関する専門的な資格を有する者が望ましいが，地域や学校の実情に応じて，福祉や教
育の分野において，専門的な知識・技術を有する者又は活動経験の実績等がある者」と定められ
ている。これに加え，「① 問題を抱える児童生徒が置かれた環境への働き掛け，② 関係機関等
とのネットワークの構築，連携・調整，③ 学校内におけるチーム体制の構築・支援，④ 保護者，
教職員等に対する支援・相談・情報提供，⑤ 教職員等への研修活動」を適切に遂行することが
求められる。また，事業内容として，「① スクールソーシャルワーカーの配置，② スーパーバ
イザーの配置，③ 研修会等の開催，④ 連絡協議会の開催，⑤ その他必要な事業（地域や学校
の実情に応じて，スクールソーシャルワーカーを効果的に活用するために，その他必要な事業を
実施）」が記されている。ゆえに，スクールソーシャルワーカーは，福祉に関する知識及び地域
や学校に関する知識を兼ね備えたうえで，他機関との連絡・調整など学校内外の活動をすること
が求められる。しかしながら，実際のスクールソーシャルワーカーの資格取得状況9）は，社会福
祉士，精神保健福祉士，教員免許，介護福祉士，看護師，社会福祉主事，臨床心理士等，多岐に
わたる状況であり，必ずしもスクールソーシャルワーカー活用事業実施要領に示されている人材
が活動を行っているとは言えない状況である。
スクールソーシャルワーク教育課程認定校10）は，2013（平成 25）年 4月 1日現在，全国で 29
校であり，その内訳は，北海道が 1校，関東が 12校，北陸が 2校，中部が 1校，関西が 7校，
中国が 1校，四国が 1校，九州が 4校という状況である。関東と関西ではスクールソーシャルワー
ク教育課程認定校が多い。この地域では，スクールソーシャルワーカーが必要とされており，ス
クールソーシャルワーカーの専門性が学校現場で認識されていると言える。
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4. スクールソーシャルワーカーの専門性
（1）　調査報告書にみるスクールソーシャルワーカーの専門性11）
児童生徒による問題行動の推移は，資料 1のとおりである。スクールソーシャルワーカー活用
事業が導入される前年である 2007（平成 19）年度は，いじめの認知件数及び不登校児童生徒数
が最も多く，スクールソーシャルワーカーの必要性が高まってきた時期とも言えるが，その後い
じめの認知件数及び不登校児童生徒数は減少傾向にある。暴力行為については，2009（平成 21）
年度が最も多い件数であるが，2011（平成 23）年度には減少している。
次に，スクールソーシャルワーカーが，暴力行為，いじめ，不登校に如何に関わっているかに
ついて焦点をあて，スクールソーシャルワーカーの役割を検討する。本調査報告書において，問
題行動へのスクールソーシャルワーカーの関わりは，スクールカウンセラー等という欄に含まれ
ている。つまり，スクールソーシャルワーカー単独の項目は存在せず，スクールカウンセラーや
スクールソーシャルワーカーという相談員が，同一の項目で分類されているのである。
暴力行為については，2011（平成 23）年度，加害児童生徒に対する学校の対応としてスクー
ルカウンセラー等（スクールソーシャルワーカー含む）の相談員がカウンセリングを行ったのは，
小学校が 353人，中学校が 1,387人，高等学校が 673人である。加害児童生徒の全体比率では，
小学校が 5.2%，中学校が 3.5%，高等学校が 5.7%，全体として 4.1%という数値である。既述の
とおり，スクールカウンセラー等という記載方法では，暴力行為が 2011（平成 23）年度減少し
たのは，スクールソーシャルワーカーの活動によるものとは断言できないが，スクールソーシャ
ルワーカーの活動が大きな役割を果たしたと考えられる。
いじめについては，いじめる児童生徒への対応について（複数回答）は，スクールカウンセラー
等（スクールソーシャルワーカー含む）の相談員が状況を聞くが 2.4%，スクールカウンセラー
等（スクールソーシャルワーカー含む）の相談員がカウンセリングを行うが 2.3%という状況で
ある。一方，いじめられた児童生徒への対応について（複数回答）は，スクールカウンセラー等
（スクールソーシャルワーカー含む）の相談員が状況を聞くが 7.0%，スクールカウンセラー等（ス
クールソーシャルワーカー含む）の相談員が継続的にカウンセリングを行うが 4.4%という結果
である。この数値から，スクールソーシャルワーカー等（スクールソーシャルワーカーを含む）
の相談員がいじめる児童生徒及びいじめられた児童生徒双方に対し，数値としては低いものの関
わっていると言える。これに加え，学校におけるいじめ問題に対するスクールカウンセラー等（ス
クールソーシャルワーカー含む）の日常の取組（複数回答）は，2008（平成 20）年度が 9,368校，
2009（平成 21）年が 21,275校，2010（平成 22）年が 22,123校，2011（平成 23）年が 22,659校
と年々増加しており，いじめに対し積極的に相談にあたっていると考えられる。
不登校については，指導の結果，登校する又はできるようになった児童生徒に特に効果があっ
た学校の措置（複数回答）としては，スクールカウンセラー等（スクールソーシャルワーカー含
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む）専門的に指導にあたったが 39.6%（2011年度）という結果であった。不登校児童生徒への
指導の結果，登校する又はできるようになった児童生徒は，31.5%であるが，登校する又はでき
るようになった児童生徒に特に効果があった学校の措置として（複数回答），スクールカウンセ
ラー等（スクールソーシャルワーカー含む）が専門的に指導にあたったが 47.7%という状況で
ある。つまり，スクールカウンセラー等（スクールソーシャルワーカーを含む）の相談員は，不
登校児童生徒に対しても積極的な働きかけをしていると言える。
（2）　実践活動事例集にみるスクールソーシャルワーカーの専門性12）
スクールソーシャルワーカー実践活動事例集は，各々の教育委員会による取組が記されている
が，2010（平成 22）年度が 38都道府県教育委員会，2011（平成 23）年度が 40都道府県教育委
員会，2012（平成 24）年度が 39都道府県教育委員会により実践活動が記載されている。そこで，
スクールソーシャルワーカーの専門性を明らかにするために，スクールソーシャルワーカーの配
置状況，スクールソーシャルワーカーの対応件数，スクールソーシャルワーカーの職務内容，ス
クールソーシャルワーカー活用による主な改善事例，成果と課題という 5項目について，各都道
府県教育委員会が記した 2010（平成 22）年度から 3年間分の実践活動事例集を比較検討する。
スクールソーシャルワーカーの配置状況（都道府県教育委員会別）については，表 2のとおり
である。本表は，各々の教育委員会が記したスクールソーシャルワーカー実践活動事例集から筆
者がスクールソーシャルワーカーの配置状況を抽出したものであるため，一部記載なしとしてい
る教育委員会もあるが，2010（平成 22）年度が 444人，2011（平成 23）年度が 534人，2012（平
成 24）年度が 596人と年々増加している。2012（平成 24）年度，スクールソーシャルワーカー
が最も多いのは東京都であり 55人，次いで北海道と京都が 40人，高知県が 39人，埼玉県が 36
人である。また，2010（平成 22）年度から 2012（平成 24）年度のスクールソーシャルワーカー
の配置人数の推移（都道府県教育委員会別）は，各教育委員会では概ね増加傾向にあり，全体数
は 152人増加している。スクールソーシャルワーカーの人数が増加している背景としては，スクー
ルソーシャルワーカーが学校現場においてその役割が強く求められているということが挙げられ
る。
表 1　児童生徒による問題行動の推移
項　目 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度
暴力行為発生件数（件）※ 1 52,756 59,618 60,915 60,305 55,899
いじめの認知件数（件）※ 2 101,097 84,648 72,778 77,630 70,231
不登校児童生徒数（人）※ 3 129,255 126,805 122,432 119,891 117,458
※ 1，2　小学校，中学校，高等学校の総数である。　※ 3　小学校，中学校の総数である。
資料 : 文部科学省「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」を基に筆者作成
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スクールソーシャルワーカーの対応件数（都道府県教育委員会別）については，表 3のとおり
である。本表は，各々の教育委員会が記したスクールソーシャルワーカー実践活動事例集から筆
者がスクールソーシャルワーカーの対応件数を抽出したものであるため，記載なしという表記も
ある13）が，2010（平成 22）年度が 7,925件，2011（平成 23）年度が 7,669件，2012（平成 24）
年度が 12,763件である。2012（平成 24）年度，対応件数を記載している都道府県教育委員会の
なかで，最も対応件数が多いのは神奈川県であり 2,513件，次いで，東京都が 2,135件，新潟県
が 1,400件，兵庫県が 1,204件，大阪府が 1,094件という状況である。一方，スクールソーシャ
ルワーカーの配置人数は，神奈川県が 9人，東京都が 55人，新潟県が 4人，兵庫県が 6人，大
阪府が 28人という状況である。東京都，大阪府という大都市ではスクールソーシャルワーカー
の人数が多いが，その他の教育委員会では 10人以下という状況である。ソーシャルワーカーの
勤務時間数には差異があるものの，一人のスクールソーシャルワーカーが抱えるケース件数が多
いと言える。2010（平成 22）年度，長崎県が行った不登校生徒の減少率（対前年度比）は，ソー
表 2　スクールソーシャルワーカー配置状況（都道府県教育委員会別）
教育委員会名 2010年度 2011年度 2012年度 教育委員会名 2010年度 2011年度 2012年度
北海道 35 34 40 滋賀県  6  8  7
青森県 本文記載なし 本文記載なし 本文記載なし 京都府 15校（小）17校（中） 20校（小）18校（中） 40
岩手県 10 9 本文記載なし 大阪府 17 19 28
宮城県 11 13 本文記載なし 兵庫県  6  6  6
秋田県  4  4  4 奈良県  3  3  3
山形県 本文記載なし 小学校 20校 小学校 20校 和歌山県  4 10 10
福島県 本文記載なし 本文記載なし 本文記載なし 鳥取県 13 19 19
茨城県 本文記載なし  3  9 島根県 本文記載なし 25 24
栃木県  2  3  3 岡山県  4 5  6
群馬県 本文記載なし 本文記載なし 本文記載なし 広島県 本文記載なし 本文記載なし  6
埼玉県 36 36 36 山口県 本文記載なし 34 32
千葉県  5  5  5 徳島県 本文記載なし 本文記載なし 本文記載なし
東京都 33 44 55 香川県  5  5  9
神奈川県  7  6  9 愛媛県 20 19 19
新潟県  4  4  4 高知県 32 32 39
富山県 23 20 19 福岡県  8  8  6
石川県 15 15 17 佐賀県 14 17 16
福井県 12 12 13 長崎県  6  7  8
山梨県 11 11 10 熊本県 15 15 19
長野県  5  5  5 大分県  2  2  2
岐阜県 本文記載なし 本文記載なし 本文記載なし 宮崎県  7  7  7
静岡県 15 11 10 鹿児島県 39 32 35
愛知県 本文記載なし 本文記載なし 本文記載なし 沖縄県 11 11 12
三重県  4  4  4 合計  444※ 1  534※ 2  596※ 3
※ 1, 2, 3　この数値には，学校数として計上している都道府県は含まれていない。
資料 : 文部科学省「スクールソーシャルワーカー実践活動事例集」を基に筆者作成
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シャルワーカー配置校が 12.9%，スクールソーシャルワーカー未配置校が 4.2%という状況であ
る。したがって，児童生徒の問題解決のために，スクールソーシャルワーカーは大いに貢献して
いると言える。スクールソーシャルワーカー実践活動事例集には，「相談件数が多く現在のスクー
ルソーシャルワーカーでは対応できない」，「年間勤務時間数に制限があり，多様なニーズに応え
るための時間が不足している」という記載がある。今後，スクールソーシャルワーカーの体制整
備及び人材育成が不可欠である。
ソーシャルワーカーの職務内容については，スクールソーシャルワーカー活用実施要領におい
て，「① 問題を抱える児童生徒が置かれた環境への働き掛け，② 関係機関等とのネットワーク
の構築，連携・調整，③ 学校内におけるチーム体制の構築，支援，④ 保護者，教職員等に対す
る支援・相談・情報提供，⑤ 教職員等への研修活動」と定められている。同要領に記されてい
る活動以外として，① ケース会議の設置，② 不登校や問題行動等に対する未然防止，③ 学校
内外でのチームを組み対応する，④ SSWのスーパーバイザーである弁護士や精神科医からアド
バイスを受ける，⑤ 運営協議会への参加，⑥ 県内の活動状況のとりまとめ，⑦ 事業の方向性
の検討，⑧ 幼保小連携，小中連携，⑨ 個々の事例について検討会議，⑩ 児童虐待に係る事例
分析・支援，⑪ PTA研修会や保護者会での講話，⑪ グループワークの実施，⑫ 校内委員会へ
の参加，⑬ 学校復帰に係る教育相談及び家庭への支援，⑭ 要保護児童対策地域協議会及びひき
こもりに関する事例検討会への参加などが行われている。このように，スクールソーシャルワー
カーは，児童及び保護者の問題解決に向けて状況に合わせた手段を用いているため，職務内容は
広範多岐にわたるのである。
スクールソーシャルワーカー活用事例集にスクールソーシャルワーカー活用による主な改善事
表 3　スクールソーシャルワーカー対応件数（都道府県教育委員会別）
教育委員会名 2010年度 2011年度 2012年度 教育委員会名 2010年度 2011年度 2012年度
岩手県 149 145 本文記載なし 和歌山県 本文記載なし 146 326
宮城県 415 317 本文記載なし 鳥取県 本文記載なし 本文記載なし 35
茨城県 本文記載なし 129 132 島根県 本文記載なし 本文記載なし 245
千葉県 36 38 28 岡山県 93 本文記載なし 本文記載なし
東京都 本文記載なし 本文記載なし 2,135 香川県 443 本文記載なし 本文記載なし
神奈川県 247 1,277 2,513 愛媛県 482 401 393
新潟県 625 1,001 1,400 佐賀県 190 367 287
福井県 400 317 421 長崎県 本文記載なし 340 485
山梨県 223 309 284 大分県 本文記載なし 131 102
長野県 213 337 366 宮崎県 87 本文記載なし 317
大阪府 1,373 本文記載なし 1,094 鹿児島県 752 691 839
兵庫県 2,197 1,723 1,204 沖縄県 本文記載なし 本文記載なし 157
合計 7,925 7,669 12,763
資料 : 文部科学省「スクールソーシャルワーカー実践活動事例集」を基に筆者作成
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例（複数回答14））として記されているのは，2010（平成 22）年度が 79件（38の都道府県教育委
員会が回答），2011（平成 23）年度が 80件（40の都道府県教育委員会が回答），2012（平成 24）
年度が 90件（39の都道府県教育委員会が回答）である。この事例を，各都道府県教育委員会の
判断により，① 不登校，② いじめ，③ 暴力行為，④ 児童虐待，⑤ 友人関係の問題，⑥ 非行・
不良行為，⑦ 家庭環境の問題，⑧ 教職員との関係の問題，⑨ 心身の健康・保健に関する問題，
⑩ 発達障害等に関する問題，⑪ その他に分類している。そこで，スクールソーシャルワーカー
の関わりにより問題が改善した事例の共通性を明らかにするため，筆者が各教育委員会により記
された事例内容を集計した。結果として，表 4のとおり 2010（平成 22）年度から 3年間共通して，
不登校の問題の事例が多い。つまり，スクールソーシャルワーカーは数多くの不登校問題に関わ
り，問題解決に向けた取組を行っていると言える。不登校の要因としては，家庭環境の問題が多
く挙げられており，「経済的な面も含めた生活の不安定さや，保護者の教育・養育への意識の低さ，
学校への不信感等がある」，「母子家庭での母親からの虐待疑いや，学校等に対する母の粗暴な行
動など家庭環境の問題もあった」，「両親が昼夜問わず飲酒，子どもたちは家庭での居場所がなく
外泊，深夜徘徊，飲酒等で補導される」という記載がある。このような事例より，スクールソー
シャルワーカーには，地域の社会資源を有効に活用し，児童生徒への働きかけを行うとともに，
家庭全体への支援を行うことが必要であると思われる。
尚，2012（平成 24）年度は，いじめ問題解決ためのスクールソーシャルワーカーの活用事例
を記載することが必須であるため，いじめの事例件数が多い状況となっている。このことは，
2013（平成 25）年からは，教育支援体制整備事業（いじめ対策等総合推進事業）として事業展
開していることが影響していると考えられる。
最後に，各都道府県教育委員会のスクールソーシャルワーカー実践活動事例集からスクール
ソーシャルワークの成果と課題を概観する。スクールソーシャルワークの成果としては，「不登
表 4　スクールソーシャルワーカー活用による主な改善事例（複数回答）
項　目 2010年度 2011年度 2012年度
不登校 41 38 23
いじめ 1 2 40
暴力行為 4 4 6
児童虐待 13 14 7
友人関係の問題 0 2 0
非行・不良行為 8 7 1
家庭環境の問題 19 29 10
教職員との関係の問題 3 4 2
心身の健康・保健に関する問題 7 3 1
発達障害等に関する問題 4 8 10
その他 0 2 2
資料 : 文部科学省「スクールソーシャルワーカー実践活動事例集」を基に筆者作成
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校児童生徒が改善した」，「いじめ，暴力行為，その他の問題行動が改善した」，「欠席児童が減少
した」という記載の他，「関係諸機関との連携が円滑になった」，「児童生徒の学習環境が改善さ
れた」，「学内外のネットワークづくりが進んだ」，「市町村レベルでのネットワーク構築が進んだ」
という記載がある。一方，今後の課題としては，「専門的知識と経験をもつ人材の確保」，「学校
による温度差の改善」，「時間数不足」が挙げられている。つまり，スクールソーシャルワーカー
の活動により児童生徒の問題行動等は改善し，関係機関等との連携は進められているが，今後，
如何に専門性の高い人材を確保していくかということや学校間によるスクールソーシャルワー
カーの認知度の差を如何に改善していくかということが求められている。
5.　考　　　　　察
本稿では，スクールソーシャルワーカーに関する取組，スクールソーシャルワーカー活用事業，
スクールソーシャルワーカーの専門性（スクールソーシャルワーカーの配置状況，スクールソー
シャルワーカーの対応件数，スクールソーシャルワーカーの職務内容，スクールソーシャルワー
カー活用による主な改善事例，成果と課題という 5項目）について検討した。そこで，スクール
ソーシャルワーク活動を展開するために必要となる視点は何か，今後の展望を含めて考察する。
まず，スクールソーシャルワーク活用事業等の拡充のための体制整備が不可欠であると考える。
2008（平成 20）年度に導入されたスクールソーシャルワーク活用事業は，現在 6年目を迎えて
いる。文部科学省が実施した児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査結果により，
スクールカウンセラー等（スクールソーシャルワーカー含む）の相談員による児童生徒の問題行
動への対応は，大きな役割を果たしていると言えるが，スクールソーシャルワーカーの配置状況
は整備されているとは言い難い。加えて，スクールソーシャルワーカー実践活動事例集には，「相
談件数が多く現在のスクールソーシャルワーカーでは対応できない」，「年間勤務時間数に制限が
あり，多様なニーズに応えるための時間が不足している」と記されている。つまり，スクールソー
シャルワーカーの必要性が高まる一方，スクールソーシャルワーカーの配置状況や選考基準は，
各教育委員会により差がある現状も浮かびあがっている。一方，2010（平成 22）年度，長崎県
が行った不登校生徒の減少率（対前年度比）は，スクールソーシャルワーカー配置校が 12.9%，
スクールソーシャルワーカー未配置校が 4.2%という結果であり，児童生徒の問題解決のために，
スクールソーシャルワーカーが大きく貢献していると言える。一人ひとりの児童の問題を解決し
ていくためには，スクールソーシャルワーカーの拡充を図る必要があり，今後長期的にスクール
ソーシャルワーカーの増員のための予算措置が求められる。したがって，スクールソーシャルワー
カーの体制整備は，早急に行うべき課題である。
また，スクールソーシャルワーク活動を進めていくためには，関係諸機関との連携が急務であ
る。不登校の背景として，家庭環境の問題が数多く挙げられている。ソーシャルワーカー実践活
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動事例集において，「母親からの虐待疑いや，学校等に対する母の粗暴な行動など家庭環境の問
題もあった」，「両親が昼夜問わず飲酒，子どもたちは家庭での居場所がなく外泊，深夜徘徊，飲
酒等で補導される」等の記載があり，スクールソーシャルワーカーには，地域の関係諸機関との
連携を密にし，児童生徒の環境に働きかけることが求められる。また，希薄化した繋がりを強固
にし，児童生徒を取り巻く環境へのネットワークを強化することが求められる。加えて，震災後
の事例として，「震災の影響により，児童生徒の自立を取り巻く課題が増加していることから，
学校と地域及び児童家庭福祉等関係機関との一層の連携や体制づくりが必要である」と記されて
いる。したがって，学校内のネットワークを構築するとともに，学校外のネットワークを強化す
ることが求められる。児童生徒を取り巻く環境全般への支援を行うためには，日頃から学校内外
の福祉分野に係る専門職，地域で生活する人びと，NPO法人，医師，弁護士，町内会，学校，
ボランティアとの連携を密にする必要がある15）。つまり，児童生徒が抱える課題を解決していく
には，地域の社会資源との連携を強化することが不可欠である。
さらに，実際にスクールソーシャルワークを展開するためには，専門的な支援を行うことがで
きるスクールソーシャルワーカーが必要であると考える。既述しているが，ソーシャルワーカー
の職務内容としては，「① 問題を抱える児童生徒が置かれた環境への働き掛け，② 関係機関等
とのネットワークの構築，連携・調整，③ 学校内におけるチーム体制の構築，支援，④ 保護者，
教職員等に対する支援・相談・情報提供，⑤ 教職員等への研修活動」の他に，「ケース会議の設
置，不登校や問題行動等に対する未然防止，運営協議会への参加，児童虐待に係る事例分析・支
援，PTA研修会や保護者会での講話，校内委員会への参加，学校復帰に係る教育相談及び家庭
への支援，要保護児童対策地域協議会及びひきこもりに関する事例検討会への参加」等，広範多
岐にわたる。また，スクールソーシャルワーカー活用事例集にスクールソーシャルワーカー活用
による主な改善事例（複数回答）として ① 不登校，② いじめ，③ 暴力行為，④ 児童虐待，
⑤ 友人関係の問題，⑥ 非行・不良行為，⑦ 家庭環境の問題，⑧ 教職員との関係の問題，
⑨ 心身の健康・保健に関する問題，⑩ 発達障害等に関する問題が挙げられている。つまり，ス
クールソーシャルワーカーは，不登校，いじめ等様々なケースを担当し，生徒児童が抱える課題
を改善していくことが求められる。大橋謙策16）は，「親子，家庭を支援するとなると，ソーシャ
ルワーク的な援助をしない限り親も子どもも豊かにならない」，「家族全体を考えてソーシャル
ワークを展開することが大事である」と記している。スクールソーシャルワーカーには，児童生
徒への関わりとともに，家庭全体への支援が求められるのである。なかでも，複雑に絡み合って
いる問題を解決していくためには，根拠にもとづき実践を展開する必要があると考える。門田光
司17）は，「A町教育委員会での学校ソーシャルワーク実践を通して，学校・家庭・関係機関・地
域の協働をより一層有効に推進していく上で，学校ケースマネジメントをパワー交互作用モデル
の重要な実践方法に据えた。この学校ケースマネジメントは，まさにわが国での学校教育現場に
おいて他分野とは異なるソーシャルワーク固有の専門的支援として位置づけていくことができ
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る」としている。このような実践モデルを活用し，スクールソーシャルワークの質を高め，その
拡充に努めていく必要があると考える。そのためには，専門的な教育を受けた知識と技術を備え
た質の高いスクールソーシャルワーカーが必要不可欠である。ゆえに，大学等専門機関における
スクールソーシャルワーカーの養成が急務であると考える。
6.　お　わ　り　に
本稿では，子どもの取り巻く状況の変化に伴い，2008（平成 20）年にスクールソーシャルワー
カー活用事業として開始したスクールソーシャルワーカーの専門性を考察した。今後も実践事例
集等の文献資料を丁寧に読みとき，児童生徒の諸問題を如何に支援していくかについて研究を深
め，スクールソーシャルワークの質の向上のために寄与したいと考えている。
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